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第 3 部 総合戦略 

「総合戦略」に位置付けられた施策は、「⼤郷町総合計画 2025〜2034」に位置付け
られた施策と重複するものがありますが、両計画を実現するために注⼒する施策となりま
す。また、施策のなかには特に注⼒すべき重点施策が位置付けられています。 

※デジタル田園都市国家構想：「デジタル実装を通じて地方が抱える課題を解決し、誰一人取り

残されずすべての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現する」とい

う国の構想。 

 
(２) 総合戦略の対象期間 

総合戦略の対象期間は、2025 年度（令和７年度）から 2029 年度（令和 11 年度）まで
の５年間とします。 

 
(３) 総合戦略の評価・検証体制 

評価・検証の客観性・妥当性を担保するために、ＰＤＣＡサイクル（計画⇒実⾏⇒評価
⇒改善）による評価・検証の仕組みを維持することとします。 

 
 

２．総合戦略策定に係る基本的考え方 
 

(１) 大郷町総合計画ほか既存計画等との整合性に配慮 

総合戦略は、本町の最上位計画である「⼤郷町総合計画 2025〜2034」を始めとし
た既存計画との整合性を図るものとします。 

また、「⼤郷町総合計画 2025〜2034」基本計画で位置付けられた施策のうち、総合
戦略でも取り組む施策を整理します。そのなかには特に注⼒すべき重点施策が位置付
けられており、総合戦略においても取り組みます。 

 
(２) 町民等との協働推進 

総合戦略の策定及び地⽅創⽣を効率的・効果的に推進していくために、町⺠代表に
よる⼤郷町政策審議会、産業界・⾏政機関・教育機関・⾦融機関等により構成される
会議体を引き続き設置することで、広く関係者の意⾒を採り⼊れ、町⺠と⾏政の協働
による総合戦略の策定と施策の推進を図ります。 

 
(３) 成果指標と効果検証 

総合戦略では、戦略に盛り込む政策分野ごとに基本目標を設定し、具体的な施策を
記載するものとして、客観的な「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を設定するものとしま
す。 

また、総合戦略の進捗状況を政策分野ごとの基本目標や「重要業績評価指標（ＫＰ
Ｉ）」の達成度を検証して、改善する仕組みを構築して、計画⇒実⾏⇒評価⇒改善とい
うＰＤＣＡサイクルを確⽴して、戦略の着実な実施を図るとともに、施策・事業の効
果を検証して、必要に応じて総合戦略の⾒直しを⾏います。 
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３．総合戦略の施策体系 
 

(１) 基本目標 

国の総合戦略の趣旨や本町の⼈口ビジョンを踏まえて、本町の⼈口減少に⻭止めを掛け、
町内での雇⽤を確保し、⼤郷町総合計画に⽰す「住⺠とともに未来を拓(ひら)くまち」の
実現に向けて、基本目標を次のとおり定め、施策を推進します。 

 

目標 施策 

【基本目標１】 

稼ぐ地域をつくるとともに安⼼して 
働けるようにする 

① 魅⼒的な雇⽤環境の創出 ★ 
② 地場産業の振興  
③ 農業の振興 ★ 
④ 商業の振興 
⑤ 工業の振興 

【基本目標２】 

⼤郷町への新しいひとの流れをつくる ① 若者を中⼼とした定住の促進 ★ 
② 観光の振興 
③ 官⺠連携による地域活性化の推進 

【基本目標３】 

結婚・出産・子育ての希望をかなえる ① 少子化対策・子育て支援 
 

【基本目標４】 

ひとが集う、安⼼して暮らすことが 
できる魅⼒的な地域をつくる 
 

① ⾏政サービス ★ 
② 交通安全対策 
③ 防犯対策 
④ 消防・防災対策 

【横断的目標１】 

多様な⼈材の活⽤を推進する 
 

① 地域コミュニティ支援 
② ⽣涯学習の充実 

【横断的目標２】 

デジタル実装による地域課題の解決 
 

① 快適な⽣活環境の構築 
② 若者を中⼼とした定住の促進 ★ 
③ ⾏政サービス ★ 

 
★ 総合計画における重点施策 
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４．具体的な施策と重要業績評価指標 
 

基本目標 1 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

本町が持続可能な地域社会を形成する観点から、若者が就職を志望した際に、検討の対
象と成り得る魅⼒的な雇⽤環境の創出が喫緊の課題となっています。 

 

数値目標 基準値 目標値 

事業所数 402 事業所 
（令和元年） 410 事業所 

【出典】 基準値：令和元年経済センサス-基礎調査（総務省） 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  魅魅力力的的なな雇雇用用環環境境のの創創出出  ★★  
本町の地域特性に合致した産業や優良企業の誘致に努めるとともに、地域に根差し

た農業・商業・工業においても、魅⼒的な雇⽤環境となるように産業構造の変革・強
化を促進します。 

施施策策②②  地地場場産産業業のの振振興興    
開発センターを拠点とした新商品開発や、観光と連携した新たな販売・流通の確保、

安定供給を可能とする⽣産体制及び事業体としての自⽴経営の確⽴を進めます。 

施施策策③③  農農業業のの振振興興  ★★  
農地の集約化を図るとともに、農業法⼈の設⽴・経営支援やスマート農業の推進な

ど、若者にとって魅⼒的な就業先と成り得る農業への変革を促進します。 
また、⺠間企業の資本とノウハウを活⽤しながら、官⺠連携による地域活性化の取

組等を進めることによって、新たな農業のあり⽅を模索し、就農⼈口の拡⼤を図りま
す。 

施施策策④④  商商業業のの振振興興  
近隣自治体の商業施設の充実やインターネットショッピングなどの新しい流通・購

買形態に対応しつつも、町⺠⽣活を支える観点から商業者・商工会との協働により、
既存の商業基盤の強化と新たな商業施設の誘致を図ります。 

施施策策⑤⑤  工工業業のの振振興興  
宮城県や関係機関などとの連携を強化して、各種支援制度等の情報を積極的に提供

するなど、⽴地企業の支援・育成と工業⽤地の確保に努めます。 
★ 総合計画における重点施策 

 

(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 

企業誘致に向けた企業訪問数 20 社 
（令和５年度） 25 社 

農地の集約化の⾯積 490.8ha 
（令和５年度） 520.0ha 
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基本目標 2 大郷町への新しいひとの流れをつくる 

様々な交流の機会を通じて、⼤郷町の関係⼈口※の増⼤を図り、移住・定住希望者に分
かりやすい情報の開⽰と支援策を実施するとともに、町内の定住希望者の期待に応える環
境づくりを推進することにより、⼤郷町への新しい⼈の流れをつくります。 

 

数値目標 基準値 目標値 

空き家の解消件数 15 件 
（令和１〜５年度） 22 件 

 

※関係人口：「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でも

ない、「居住地が別の地域にあるが、その地域や地域住民に魅力を感じて多様な関わりを持つ

人」のことで、地域づくりの担い手となることが期待されています。 

 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  若若者者をを中中心心ととししたた定定住住のの促促進進  ★★  
就業支援や⺠間事業者等と連携した良質な住環境の整備並びに空き地・空き家の利

活⽤など、若者が本町で⽣活できる環境整備を進めます。 

施施策策②②  観観光光のの振振興興  
町⺠・企業・地域コミュニティなどの各種団体が協働して地域の魅⼒を分かりやす

く発信することによって、本町への誘客を図るとともに、滞在して経済活動を⾏う環
境の整備を促進します。 

施施策策③③  官官民民連連携携にによよるる地地域域活活性性化化のの推推進進  
官⺠連携による「都市住⺠と町⺠との交流促進」「町内農業者等との協⼒・連携」な

どを推進することにより、地域の活性化を図ります。 
★ 総合計画における重点施策 

 

(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 

観光誘客に向けた情報発信件数 282 件 
（令和５年度） 300 件 
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基本目標 3 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

国や宮城県の推し進める少子化対策と連携して、若者が地域で⽣活できる環境整備に努
めるとともに、結婚を希望する未婚者を応援する取組を進めて、安⼼して妊娠・出産がで
きる環境整備、保育サービスの充実による仕事と子育ての両⽴支援、子育ての不安を解消
するための相談体制の充実など、全ての子育て家庭を支える取組を進めます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

合計特殊出⽣率 1.20※ 1.60 

【出典】 基準値：平成 30 年～令和４年人口動態保健所・市区町村別統計の概況（人口動態統計特殊報告） 

（厚生労働省） 

 

※令和２年を中心とした平成 30 年～令和４年の人口動態統計（確定数）の出生数及び死亡数、並びに

令和２年国勢調査による日本人人口を基に厚生労働省が算出して公表している値です。 

 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  少少子子化化対対策策・・子子育育てて支支援援  
安⼼して妊娠・出産ができる環境整備、保育サービスの充実による仕事と子育ての

両⽴支援、子育ての不安を解消するための相談体制の充実など、全ての子育て家庭を
支える取組が求められています。 
 

(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 

婚活情報の情報発信件数 116 件 
（令和５年度） 120 件 

乳児健康診査受診率 93％ 
（令和５年度） 100％ 
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基本目標 4 ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

様々な観点からの住⺠サービスを充実させることにより、移住・定住の受け皿をつくり
ながら、総合的な⽣活利便性を確保し、住みやすい街の実現に向けて努⼒します。 

 

数値目標 基準値 目標値 

社会動態による住⺠異動数 +42 ⼈ 
（令和２年） 延べ+230 ⼈ 

死亡交通事故件数 ０件 
（令和５年度） ０件 

⽕災発⽣件数 14 件 
（令和５年度） ０件 

 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  行行政政ササーービビスス  ★★  
庁内の申請・承認手続きの円滑化や、広報・広聴の充実により町⺠の利便性向上を

図る観点から、⾏政業務のＤＸ対応を推進します。 

施施策策②②  交交通通安安全全対対策策  
交通安全に対する意識啓発を図るとともに、交通安全施設・設備の整備・更新を推

進します。 

施施策策③③  防防犯犯対対策策  
警察署・防犯協会などの防犯関係団体との連携による地域防犯活動を推進するとと

もに、町⺠の安全確保と犯罪の未然防止を図るため、防犯施設の整備・拡充を推進し
ます。 

施施策策④④  消消防防・・防防災災対対策策  
⼤郷町地域防災計画に基づき、総合的な消防・防災対策を図り、防災意識の向上に

努めます。 
★ 総合計画における重点施策 

 
(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 

交通安全に関する街頭指導回数 ９回 
（令和５年度） 12 回 

警察と連携した防犯講習会の開催 ０回 
（令和５年度） １回 

消防団団員充⾜率 81.6％ 
（令和５年） 95.0％ 
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横断的目標 1 多様な人材の活用を推進する 

町⺠みんなが活躍する地域社会の推進に向けて、地域におけるコミュニティの形成に努
めます。 

 

数値目標 基準値 目標値 
地域コミュニティ組織※に加⼊して
いる地区数 

18 地区 
（令和５年度） 22 地区 

 

※令和 5年度末時点で大谷東部、粕川、大松沢の３つのコミュニティ組織があり、合計 18 の行政区が

いずれかに属し、域内での共同活動を企画・運営しています。 

 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  地地域域ココミミュュニニテティィ支支援援  
地域コミュニティについては、その存在意義を再認識するとともに、効率的な運営

と持続的な活動を支援して男⼥共同参画型の住⺠参加を促進します。 

施施策策②②  生生涯涯学学習習のの充充実実  
地域に継承された⽂化に対する興味関⼼の喚起と、参加した町⺠が等しく⽣きがい

につながるような⽂化活動への支援に努めます。 
また、町⺠が⽣涯を通じていつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができる⽣

涯学習のまちを築くために、町⺠ニーズに対応した、多彩な学習メニューの充実を図
るなど総合的な基盤づくりを推進します。 

スポーツを楽しみながら健康増進が図られるように、スポーツを通じた⽣きがいづ
くりや地域コミュニティの育成を支援します。 
 

(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 

⽣涯学習フェスティバル参加者数 400 ⼈ 
（令和５年度） 600 ⼈ 
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横断的目標 2 デジタル実装による地域課題の解決 

地⽅活性化を図るには、地⽅の経済・社会に密接に関係する様々な分野において、デジ
タルの⼒を活⽤し、社会課題の解決や魅⼒向上を図ることが必要とされており、本町にお
いても新しい技術領域の活⽤等により地域課題の解決に努めます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

マイナンバーカード取得率 76.5％ 
(令和６年９月末) 90％ 

 

(１) 具体的な施策 

施施策策①①  快快適適なな生生活活環環境境のの構構築築  ★★  
町⺠の利便性と福祉の向上を図るため、住⺠バスを主体とした地域交通体系の充実

に加えて、ライドシェア制度やデマンド型交通、及び公共交通に導⼊し得る新たなデ
ジタル技術の活⽤によって、継続的かつ総合的な公共交通体系の確⽴を目指します。 

施施策策②②  若若者者をを中中心心ととししたた定定住住のの促促進進  ★★  
新型コロナウイルス感染症の流⾏等を背景として定着した、テレワーク等の新しい

働き⽅を実現する環境整備を通じて、転職することなく自然豊かな本町での⽣活を可
能とする環境が整いつつあることから、積極的な環境整備に合わせて移住促進を図り
ます。 

施施策策③③  行行政政ササーービビスス  ★★  
安全・安⼼で利便性の高いデジタル社会の実現に向けて、基本的な条件となるマイ

ナンバーカードの取得を促進します。 
★ 総合計画における重点施策 

 

(２) 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

数値目標 基準値 目標値 
デジタル技術に対応した公共交通
の路線数 

０路線 
（令和５年度） ４路線 

公共施設のフリーWi-Fi 導⼊施設数 ２施設 
（令和５年度） ５施設 

配付物のデジタル配信数（種類） ２種類 
（令和５年度） 10 種類 



 

 

 

 
■策定組織 

■策定経過 

■住民意向調査結果 

■用語解説 
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■ 策定組織 

 

 

 
【策定体制図】 

 

 

 

 

  

資料 策定組織 

諮問 

 

 

答申 

意見・提案 

報告・議案提出 

 

 

議決 

 町⺠アンケート 
 中学⽣ワークショップ 
 パブリックコメント 
 地区懇談会 

町 民 

政策審議会 

町議会 

町 長 

策定委員会 

庁内体制 

事務局 
 

まちづくり政策課 

策定部会 
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■ 策定経過 
 
 

令和 5 年 12 月 12〜29 ⽇  住⺠アンケート調査の実施
住⺠視点からの町の評価、将来展望等の聴取 

令和 6 年 2 月 19〜21 ⽇  庁内ヒアリング調査の実施
現計画の進捗状況整理、課題事項の抽出 

9 月 ３⽇  第１回⼤郷町総合計画策定委員会の開催
総合計画改訂試案についての協議 

 18 ⽇  第１回⼤郷町総合計画策定部会の開催
総合計画改訂試案についての協議 

 25 ⽇  町⻑から⼤郷町政策審議会に諮問
⼤郷町総合計画について

10 月 9 ⽇  第１回⼤郷町政策審議会の開催
総合計画改定試案についての協議 

11 月 6 ⽇  中学⽣ワークショップの実施
町と自⾝の将来に関する意⾒聴取 

 15 ⽇  第２回⼤郷町総合計画策定部会の開催
総合計画改訂素案についての協議 

12 月 19 ⽇  第２回⼤郷町総合計画策定委員会の開催
総合計画改訂素案についての協議 

 24 ⽇  第２回⼤郷町政策審議会の開催
総合計画原案についての協議 

令和 7 年 1 月 8 ⽇  ⼤郷町議会全員協議会への説明
総合計画原案の説明・意⾒聴取

 10 ⽇〜 
2 月 2 ⽇ 

 パブリックコメントの実施
総合計画原案について町⺠から意⾒聴取

 20〜29 ⽇  地区懇談会の開催（４回開催）
総合計画原案の説明・意⾒聴取 

2 月 10 ⽇  第３回⼤郷町総合計画策定委員会の開催
総合計画原案についての協議 

 13 ⽇  第３回⼤郷町政策審議会の開催
総合計画案についての協議 

 18 ⽇  ⼤郷町議会全員協議会への説明
 総合計画案の説明・意⾒聴取

 19 ⽇  ⼤郷町政策審議会から町⻑に答申
⼤郷町総合計画について 

 3 月 6 ⽇  ⼤郷町議会において可決

  

資料 策定経過 
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■ 住民意向調査結果 
 
 

１．住民意向調査の概要 
  

本計画の改訂にあたり、住⺠意向を把握して、計画に反映させる観点から以下の要領で
住⺠意向調査を実施しました。 

 

実施期間 令和 5 年 12 月 12 ⽇（⽕）から令和 5 年 12 月 29 ⽇（⾦）まで 

実施⽅法 無記名式アンケート調査（郵送、ＷＥＢ回答併⽤） 

対象者 1,500 ⼈に調査票を郵送した後に、町ホームページ及びＬＩＮＥ
を通じて町⺠全体に参加を要請 

回収件数 
433 件 
内 郵送回答数︓287 件 

WEB 回答数︓146 件 
 

 

  

資料 住民意向調査結果 

アンケート回答者の年代別割合 

8.3％ 

20.3％ 

20.8％ 

無回答 3 ⼈ 
0.7％ 

20 代 36 ⼈ 

40 代 51 ⼈ 

60 代 88 ⼈ 

70 代以上 
90 ⼈ 

10 代 45 ⼈ 

全体 
433 人 

30 代 49 ⼈ 

50 代 71 ⼈ 

11.3％ 

11.8％ 

16.4％ 

10.4％ 



94

資料編  

 

資料編      

94 

２．主な回答結果 
  

住⺠意向調査の結果において得られた、主要なテーマについて掲載します。 
 

(１) 大郷町に｢自分のまち｣として愛着を感じていますか 

「感じている」「どちらかといえば感じている」との回答が全体の 60％を占めており、
回答者の年代別に⾒ても、10 歳代から 70 歳以上まで、概ね同様の結果となっています。 

 

 
  

感
じ
て
い
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

感
じ
て
い
る

ど
ち
ら
と
も
言
え
な

い ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

感
じ
て
い
な
い

感
じ
て
い
な
い

無
回
答

全  体 28.6% 31.4% 19.6% 10.2% 9.5% 0.7%

10歳代 15.6% 46.7% 13.3% 8.9% 15.6% 0.0%

20歳代 36.1% 30.6% 13.9% 8.3% 11.1% 0.0%

30歳代 16.3% 26.5% 22.4% 14.3% 20.4% 0.0%

40歳代 21.6% 37.3% 19.6% 9.8% 9.8% 2.0%

50歳代 31.0% 28.2% 22.5% 11.3% 7.0% 0.0%

60歳代 27.3% 27.3% 27.3% 10.2% 8.0% 0.0%

70歳以上 43.3% 30.0% 13.3% 8.9% 3.3% 1.1%

無回答 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3%
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(２) 大郷町が｢住みやすい｣と思いますか 

「住みにくい」「どちらかといえば住みにくい」との回答が若⼲上回る結果となってい
ます。回答者の年代別に⾒ると若年層で「住みにくい」とする傾向が強いことが分かりま
す。 
 
 
 
 

 
  

住
み
や
す
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

住
み
や
す
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

住
み
に
く
い

住
み
に
く
い

全  体 11.8% 22.2% 26.8% 23.8% 14.8%

10歳代 4.4% 6.7% 22.2% 33.3% 33.3%

20歳代 16.7% 19.4% 25.0% 22.2% 16.7%

30歳代 8.2% 14.3% 30.6% 24.5% 22.4%

40歳代 5.9% 21.6% 27.5% 27.5% 17.6%

50歳代 12.7% 23.9% 23.9% 25.4% 12.7%

60歳代 10.2% 20.5% 31.8% 29.5% 8.0%

70歳以上 18.9% 36.7% 24.4% 11.1% 7.8%

無回答 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%
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(３) 大郷町に｢住み続けたい｣と思いますか 

「住みたい」「どちらかといえば住みたい」との回答が半数を占めて、「住みたくない」
とする回答を圧倒する結果となりました。 

回答者の年代別に⾒ると 10 歳代で「住み続けたい」とする意⾒が⽐較的に少数となっ
ていますが、それでも 10 歳代の概ね４分の１は「住み続けたい」としていることが分か
ります。 
 

 

住
み
た
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

住
み
た
い

ど
ち
ら
と
も
言
え
な

い ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

住
み
た
く
な
い

住
み
た
く
な
い

無
回
答

全  体 25.4% 24.5% 31.4% 9.7% 6.5% 2.5%

10歳代 8.9% 15.6% 37.8% 15.6% 17.8% 4.4%

20歳代 30.6% 11.1% 41.7% 8.3% 5.6% 2.8%

30歳代 12.2% 26.5% 44.9% 10.2% 6.1% 0.0%

40歳代 17.6% 31.4% 27.5% 13.7% 7.8% 2.0%

50歳代 29.6% 23.9% 28.2% 11.3% 4.2% 2.8%

60歳代 20.5% 27.3% 35.2% 9.1% 5.7% 2.3%

70歳以上 42.2% 27.8% 18.9% 4.4% 3.3% 3.3%

無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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(４) 現計画の施策に対する「満足度」と「期待度」について 

「⼤郷町総合計画 2015〜2024」に掲載された施策分野に対する「現状の満⾜度」と
「今後の期待度」についての回答結果を分析して、「満⾜度が低く、期待度が高い」優先
度の高い施策分野を確認した結果、「公共交通の確保」「企業誘致の促進」「工業の振興」
「医療の充実」「定住の促進」等の施策分野の優先度が高いことが確認されました。 
 

 
  
  

満足度 期待度
農業の振興 43.9 44.5 1 公共交通の確保 34.0
地場産業の振興 45.3 46.1 2 企業誘致の促進 31.6
企業誘致の促進 26.8 58.4 3 工業の振興 26.3
商業の振興 33.3 49.5 4 医療の充実 25.4
工業の振興 29.7 56.0 5 定住の促進 21.1
観光の振興 35.0 48.8 6 少子化対策・子育て支援 19.1
生涯健康の確保 64.2 58.1 7 商業の振興 16.2
医療の充実 41.5 66.9 8 観光の振興 13.8
医療保障 56.1 60.0 9 道路網の整備 13.4
介護予防事業の充実 55.2 59.9 10 上級学校進学への支援 12.9
児童・ひとり親家庭福祉 56.7 50.1 11 計画的な土地利用の促進 10.7
心身障がい者（児）福祉 56.9 51.8 12 防災対策 5.2
幼児教育 64.1 60.7 13 市街地整備 4.8
義務教育 63.4 61.5 14 介護予防事業の充実 4.7
上級学校進学への支援 47.1 60.0 15 学力向上対策 4.5
学力向上対策 50.9 55.4 16 医療保障 4.0
社会教育の充実と生涯学習の推進 54.7 49.1 17 財政の効率的運用 2.4
地域文化の振興 53.3 29.7 18 地場産業の振興 0.9
社会体育の振興 52.7 32.5 19 農業の振興 0.6
国際交流の振興 47.3 21.9 20 義務教育 -2.0
交通安全対策 59.7 51.9 21 幼児教育 -3.3
防犯対策 56.0 61.2 22 公共施設の効率的運営 -4.9
消防・防災対策 64.0 53.3 23 心身障がい者（児）福祉 -5.1
消費者問題対策 57.7 38.1 24 社会教育の充実と生涯学習の推進 -5.6
地域コミュニティ支援 56.4 26.9 25 生涯健康の確保 -6.1
少子化対策・子育て支援 39.1 58.2 26 児童・ひとり親家庭福祉 -6.7
定住の促進 39.2 60.3 27 広域行政の推進 -7.0
計画的な土地利用の促進 40.3 51.1 28 行政サービス -7.1
道路網の整備 42.5 55.8 29 上水道の整備 -7.3
公共交通の確保 28.7 62.7 30 交通安全対策 -7.8
情報通信基盤の整備 56.2 43.1 31 公園・緑地整備 -8.2
上水道の整備 61.1 53.7 32 下水道の整備 -8.2
下水道の整備 61.0 52.7 33 消防・防災対策 -10.7
市街地整備 44.7 49.5 34 情報通信基盤の整備 -13.1
公園・緑地整備 51.1 42.9 35 公害・環境対策 -14.7
廃棄物処理の充実 57.6 42.5 36 廃棄物処理の充実 -15.1
公害・環境対策 57.3 42.6 37 消費者問題対策 -19.6
行政サービス 51.3 44.2 38 社会体育の振興 -20.2
財政の効率的運用 45.7 48.1 39 地域文化の振興 -23.6
公共施設の効率的運営 48.4 43.5 40 国際交流の振興 -25.5
広域行政の推進 53.6 46.6 41 地域コミュニティ支援 -29.5

プライオリティ
（期待度−満足度）

偏差値

高

低
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■ 用語解説 
 
 
あ行 

 

か行 

 
 関係人口 

「関係⼈口」とは、移住した「定住⼈口」でもなく、観光に来た「交流⼈口」でも
ない、「居住地が別の地域にあるが、その地域や地域住⺠に魅⼒を感じて多様な関わり
を持つ⼈」のことで、地域づくりの担い手となることが期待されています。 

 グリーン・ツーリズム事業 

農村と都市が相互に補完し合い、共⽣していくことにより国土の均衡ある発展を目
指すことを基本として、「緑豊かな農村地域において、その自然、⽂化、⼈々との交流
を楽しむ、滞在型の余暇活動」を推し進める農林⽔産省の事業。 

 経常収支比率 

経常経費充当⼀般財源の額を経常⼀般財源総額で割った値（％）で、⼈件費や扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された⼀般財源の額が、地
⽅税や普通交付税を中⼼とする毎年度経常的に収⼊される⼀般財源、減収補填債特例
分及び臨時財政対策債の合計額に占める割合のこと。経常収支⽐率が低いほど財政の
弾⼒性が高いことを⽰すのに対して、高いほど財政が硬直化していることを⽰します。 

 ゴールデンエイジ 

９歳から１２歳頃の神経系の発達がほぼ完成し、動きの巧みさを⾝につけるのに最
も適している時期のこと。また、⼀⽣に⼀度だけ訪れる、あらゆる動作を短時間で覚
えることのできる習得時期として重要視されています。 

 公営企業会計 

事業収⼊を主な財源として独⽴採算の原則により、⽔道・下⽔道・病院等の特定の
事業を経理する会計のこと。公営企業会計は、現⾦の収⼊支出のみを把握する⼀般会
計と異なり、その企業活動を正確に把握するため、「お⾦の出⼊り」と「財産の増減」
を⼀緒に⾒る事ができる複式簿記を採⽤しています。 

 合計特殊出生率 

１⼈の⼥性が⼀⽣に産む子どもの平均数。 

 高度情報化 

新聞、雑誌、ラジオ、テレビなどの従来のマスメディアが担っていた、「多くの⼈々
に情報を拡散させる」という⼀⽅通⾏の情報伝達から、インターネットやコンピュー
タネットワークがもたらした、双⽅向・⼤容量・即時性の情報伝達によって、いつで
も、どこでも、誰でも情報を発信・アクセスすることのできる状況がもたらされるこ
とのこと。 

  

資料 用語解説 
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 高度電子機械産業 

半導体製造装置、半導体デバイス、医療機器、太陽光発電、ロボット、宇宙航空機、
平⾯型ディスプレイ製造装置、有機ＥＬ等の⽐較的に高度な技術領域にある電子機械
に関わる産業のこと。 

 こども家庭センター 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ⼀体的に相談支援を⾏う機能を有する機関。 

 個別施設計画 

公共施設等総合管理計画に基づいて、施設類型毎のマネジメント⽅針を定めた計画。 

 希望出生率 

結婚して子どもを産みたいという⼈の希望が叶えられた場合の出⽣率。 

さ行 

 
 情報モラル教育 

学習指導要領で定められた「情報モラル＝情報社会で適正な活動を⾏うための基に
なる考え⽅と態度」について、各教科の指導の中で⾝につけさせること。 

 人口置換水準 

⼈口が減少も増加もしない均衡した状態となる出⽣率。 

 石綿セメント管 

⽯綿（アスベスト）が含まれる⽔道管を「⽯綿セメント管」のこと。 

 ゾーン 30 プラス 

⽣活道路における⼈優先の安全・安⼼な通⾏空間の整備の更なる推進を図るため、
最高速度 30km/h の区域規制のほか、⼤型⾞の通⾏禁止、⼀⽅通⾏等の交通規制の実
施と、ハンプなどの道路整備を組み合わせる⽅法。 

た行 

 
 地域おこし協力隊 

総務省が所管する取組の 1 つで、⼈口減少や少子高齢化などの課題を抱える地⽅自治
体が都市部などから⼈材を受け⼊れる制度のこと。主な役割としては、概ね１〜３年
間の任期中に、地⽅や過疎地域等に移住し、実際にそこで暮らしながら地域ブランド
や地場商品の開発や販売、ＰＲ等、農業や林業、⽔産業への従事、地域住⺠の支援な
ど、地域への協⼒活動を⾏うこととされています。 

 地域未来投資促進法 

地域の特性を⽣かして、高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する相当の経済
的効果を及ぼす「地域経済牽引事業」を促進することを目的とする法律。市町村・都
道府県が作成した「基本計画」に基づき、事業者が作成する「地域経済牽引事業計画」
を都道府県知事が承認し、施設等の新設・増設や設備投資を⾏う場合に、税制などの
優遇措置の支援が受けられます。 
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 デジタル田園都市国家構想 

「デジタル実装を通じて地⽅が抱える課題を解決し、誰⼀⼈取り残されずすべての
⼈がデジタル化のメリットを享受できる⼼豊かな暮らしを実現する」という国の構想。 

 デマンド型交通 

予約型の運⾏形態の輸送サービスで、予約する利⽤者に応じて運⾏する時刻や経路
が変わる交通⽅式のこと。 

な行 

 

は行 

 
 プレ・ゴールデンエイジ 

３歳から８歳頃までの、神経系統が著しく発達し、体内に様々な神経回路が張り巡
らされていく時期。 

 平均寿命 

０歳の⼈が、あと何年⽣きられるかを表した値。 

 平均自立期間 

要介護２以上の認定を受けるまでの期間を「⽇常⽣活動作が自⽴している期間」と
して、その平均を算出したもの。健康寿命をあらわす指標の１つ。 

 平均要介護期間 

平均寿命と平均自⽴期間の差、要介護２以上の状態の平均的な期間。 

ま行 

 
 無医地区 

医療機関のない地域で、当該地区の中⼼的な場所を中⼼として、おおむね半径４km
圏内に 50 ⼈以上が居住している地区で、かつ容易に医療機関を利⽤することができな
い地区。 

 無医地区に準じる地区 

無医地区には該当しないものの、無医地区に準じた医療の確保が必要な地区。 

や行 

 

 遊休町有地 

町が所有する土地の中で、何にも利⽤されずに放置されている土地のこと。 

 遊休農地 

「かつて農地だったが現在農地として利⽤されておらず、今後も農地として利⽤さ
れる可能性も低い土地」や「農地ではあるけれど周辺の農地と⽐較した時に利⽤の程
度が著しく低い土地」のこと。 
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 ユニバーサルデザイン 

⽂化・言語・国籍や年齢・性別・能⼒などの個⼈の違いにかかわらず、できるだけ
多くの⼈々が利⽤できることを目指した建築(設備)・製品・情報などの設計（デザイ
ン）のことであり、またそれを実現するためのプロセス（過程）。 

ら行 

 

 ライドシェア 

⼀般ドライバーが自家⽤⾞で乗客を有償で運ぶサービス。 

 ライフコースアプローチ 

成⼈の疾病の原因を胎児期や幼少期から、⼈⽣をどのような環境で過ごし、どのよ
うな軌跡をたどってきたのかという要因で説明しようとする考え⽅。 

わ行 

 
英数 

 
 一次医療 

通常みられる病気や外傷などの治療のみでなく、疾病予防や健康管理など、地域に
密着した保健・医療・福祉にいたる包括的な医療のこと。主として地域の診療所や病
院がその役割を担う。  

 一次救急 

⽐較的軽症の救急患者に対する医療。   

 二次医療 

⼊院医療及び専門外来医療。主として地域の中核的病院がその役割を担う。  

 二次救急 

⼊院治療を必要とする重症の救急患者に対する医療。 

 三次医療 

特殊・先進的な診断を必要とする高度・専門的な医療。主として、特定機能病院や
⼤規模病院などがその役割を担う。 

 三次救急 

重症及び複数の診療領域にわたる重篤な救急患者に対する医療。 

 ＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション) 

情報通信技術を活⽤して、⼈々の⽣活をより良い⽅向に変化させること。自治体に
おけるＤＸは、⾏政手続のデジタル化や⾏政内部のデータ連係などを通じて、住⺠の
利便性向上と業務効率化を図ること。 
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 ＧＩＧＡスクール構想 

児童・⽣徒 1 ⼈ 1 台の情報端末を小中学校に配備し、教育ＩＣＴ環境を整備する取
組。 

 ＬＩＮＥ(ライン)  

ＳＮＳの⼀種で、パソコンやスマートフォンなどで利⽤することができる。 

 ＳＮＳ(ソーシャルネットワーキングサービス) 

⽂字情報や画像の交換や音声通話を通じて、⼈の社会的な関係を維持・促進するオ
ンラインサービス。⼤郷町では LINE、YouTube、Ｘ（旧 twitter）、Instagram に公式
アカウントを有しており、パソコンやスマートフォンなどで利⽤することができる。 

 Ｕ・Ｊ・Ｉターン 

⼤都市圏から地⽅へ移住し就職することを「Ｕターン」「Ｊターン」「Ｉターン」と
いう。地元に戻ることが「Ｕターン」、地元近郊の地⽅へ⾏くことが「Ｊターン」、縁
のない地⽅へ⾏くことが「Ｉターン」という。 

 ＰＰＰ／ＰＦＩ事業 

官⺠連携事業のこと。PPP（Public Private Partnership）は、⾏政と⺠間が協⼒し
て事業を進める、様々な手法を意味します。PFI（Private Finance Initiative）は、
PPP の手法のひとつで、公共施設等の建設、維持管理、運営等に⺠間の資本とノウハ
ウを導⼊して⾏う手法のこと。 
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